丸亀市総合計画（第二次素案）に関するパブリックコメントの実施結果について

企画財政部企画課

１．パブリックコメントの概要

意見提出期間　　平成18年6月26日（月）から平成18年7月25日（火）まで

　　　意見提出者数　　9名（窓口持参者3名、郵送1名、FAX3名、電子メール2名）

　　　意見提出件数　　39件

２．意見の概要と市の考え方

（１）全般について
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	　丸亀市が中讃地域の中核都市としての地位をしめる為には、地域間競争に勝たなければならない。このために活用すべきは地域資源と人材である。多くの市民、職員が抱いている地域再生に対する潜在化している熱い思いをいかにして顕在化するかが重要である。
	　地方分権時代においては、地域の力、そこに住む人々の力がまちづくりの大きな推進力となります。そこで、総合計画ではまちづくりに関わるすべての主体がまちを創り上げていく「協創」をキーワードとして、市民参画を促進し、市民との情報の共有を図り、協働を推進することによって、市民と市（行政）が協力してまちづくりを進めていきたいと考えています。

	２
	　今回の総合計画の基本構想・基本計画・実施計画は各図書館に配本し、市民が閲覧できるようにしてほしい。
	　総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成されます。計画期間はそれぞれ異なり、基本構想は10年、基本計画は5年、実施計画は3年（毎年度見直し）となっていますことから、基本構想と基本計画をひとつの冊子とし、実施計画は別の冊子と考えております。基本構想・基本計画の冊子につきましては、出来上がり次第、中央図書館、綾歌図書館、飯山図書館それぞれに配本することといたします。ただし、実施計画につきましては、毎年度の見直しによる修正などを伴いますことから、図書館への配本については現在検討中です。


（２）基本構想について

	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	　基本構想のなかで市民参画と協働が強調されているがその具体策がない。地域の特性を活かした「都市内分権」を具体策として取り入れるべきであり、それを総合計画に明確に書き込んでいただきたい。
	市民が主体的にまちづくりを行う仕組みづくりとして「都市内分権」について考えることは、市民自治の今後の進展においてとても重要であると考えています。

しかしながら、都市内分権は、地域に自らの課題を解決する力が必要であり、市民の生活に大きく影響します。都市内分権の実現に向けては、広く市民に周知し、意見を伺うなどの過程を経るとともに、行政としても体制を整えなければなりません。こうしたことから、今回の総合計画に都市内分権に向けた記述をすることは、やはり時期尚早であり、現段階では、まず地域コミュニティの発展に取り組み、市民自治についてより多くの人の理解が得られるように努めてまいりたいと思います。


（３）基本計画について
　①計画全般

	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	　市民アンケートのなかで、重要度が高いにもかかわらず、満足度が低いものについての身近な施策と数値目標を設定してもらいたい。（高齢者介護問題、青少年育成、バリアフリー、雇用対策、産業振興、公共交通、土地利用）
	高齢者介護問題では「高齢者福祉の充実」、青少年育成では「子どもの感性の育成」、バリアフリーでは「道路の整備」、雇用対策と産業振興は「商工業と観光産業の振興」として、公共交通は「公共交通の整備」として、土地利用は「適正な土地利用と市街地の整備」として施策を設定し、それぞれについて達成度を測るための指標を数値で示しています。


　②政策目標別
　【政策目標Ⅰ―１地球の未来を思い、多様な自然を大切にするまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	　住宅太陽光発電システム設置に関する情報を広く市民に周知し、併せて省エネ活動を市役所が率先して実施する方策を出してほしい。
	　住宅用太陽光発電システム設置に係る補助制度などにつきましては、市のホームページや広報紙、パネル展などにおいて広く周知いたしております。ご提案のとおり、今後も機会あるごとに市民の方々に周知したいと考えております。

　また、今年度、総合計画の個別計画である環境基本計画や市役所自らが率先して環境に配慮した行動を行い、全庁で環境負荷低減への取り組みを実施する環境保全率先実行計画を策定中であります。省エネ活動などに関する具体的な方策については、これらの計画のなかでお示しし、数値目標なども可能な限り設定することといたします。

	２
	　ごみ処理コストを市民に認識してもらい、減量化に取り組めるような方策を拡充してほしい。
	　ご意見のとおり、ごみ処理には多額の費用がかかっておりますことから、ごみ処理コストを市民の方々に認識していただくことは、大変重要と考えます。廃棄物の減量と適正な処理についての意識の啓発と併せて、ごみ減量化施策に生かしたいと思います。


　【政策目標Ⅱ―１日常生活が便利で快適なまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	　下水道施設を整備し、普及率の向上に努めるとあるが、10年間で10％程度の進捗では遅いのではないか。整備のテンポを早めてほしい。
	下水道の整備は毎年計画的に行っております。しかし、ここ数年その進捗を表す普及率は1％前後の伸びしかなく投資の割には効果が少ない状況になっております。

理由としては、下水道の整備範囲が住宅の集中している区域から少しずつ離れてきていることや、予算規模が以前よりも縮小していることが考えられます。

今後は住宅が集中している所を選別するなど、少ない予算でもより効果の上がる整備手法を考えながら下水道整備を行ってまいりたいと考えておりますので、ご理解とご協力をお願いいたします。

	２
	　「市民が自動車に頼らずに移動できるバスなどの公共交通機関・・の確保に努める。」との認識は市民感覚と大きく相違しており、自家用自動車に頼らない生活が可能なまちは皆無と感じる。高齢者世帯では、通院、買い物など日常生活でも支障をきたしており、自分で車の運転ができない交通弱者（子供・高齢者・障害者など）への配慮が必要ではないか。

特に高齢者や障害者に対して「自家用自動車有償運送」を考慮に入れた検討が必要。素案の「主要な施策と事業」に「幼・少・青・壮・老及び交通弱者など、多様な市民ニーズに応えるべく、それぞれに適した車社会の構築を図る。」とし、高齢者や障害者に対しての自家用自動車有償運送の創設を図ってほしい。
	まず、基本方針部分でのご指摘の箇所につきましては、「お年寄りなどの移動手段の確保や、市民の日常生活を支える交通手段として、コミュニティバスなどの公共交通機関や離島航路の確保に努めます。」に修正いたします。

ご提案の「自家用自動車有償運送」につきましては、それだけで高齢社会の輸送力不足をカバーすることは難しく、公共交通機関を含めた総合的な交通対策や福祉対策が必要になると思われます。また、ご提案の制度が許可されるためには、丸亀市内で自家用車などの運転ができずに困っている高齢者や障害者の人数と、タクシーの輸送能力との比較検討も必要になります。将来的には検討しなければならない課題だとは思われますが、現時点では島嶼部以外での自家用自動車有償運送は時期尚早ではないかと考えます。

	３
	　コミュニティバス乗車人数の増加対策はどのようになっているのか。通学・通院や市の行事・市の施設などを考慮したうえでバス路線を勘案するなど、多角的な対応が必要ではないか。
	コミュニティバスの利用者促進対策といたしましては、市の広報紙などを通じて利用を呼びかけるほかに、ご提案のように、市が主催する行事の際には、コミュニティバスが利用できる施設の活用や、あらかじめ運行時間帯を考慮した行事計画を立てるなど、あらゆる条件を考慮した運行体系の整備に努めます。

	４
	コミュニティバスの乗降客アップのために、当日限り、1回分の料金で複数回の乗降ができるコースを設けてほしい。

①美術館などを巡るコース

（猪熊弦一郎現代美術館、うちわの港ミュージアム、中津万象園丸亀美術館、平井美術館、資料館）本コースを利用した場合、美術館の入館料を100円程度割引する。

②商店街、スーパーなどを巡るショッピングコース

（通町、富屋町他商店街、イオンタウン、天満屋ハピータウン、フジグラン中府店、マルナカ各店など）
	施設の入館料は、各施設が根拠をもって料金を設定しています。コミュニティバスを利用した人だけに入館料を減額することは、他の交通機関や自家用車利用者からのご理解を得ることが難しいと考えます。また、ご提案いただいたサービスをするためには何らかの証明書の発行が必要と思われますが、現在のバスの運転はワンマンであり、更なる仕事の負荷がかかれば安全運行やダイヤ上の支障が出るおそれがあります。

　コミュニティバスの利用目的にはショッピングも入っており、高齢者や学生にも利用しやすい２００円という低額に運賃を設定しております。また、赤字が出た場合には、バス会社に対し補助金なども出しておりますことから、1日限りの周遊コースを設ける場合、どの程度の料金設定が適当であるかなどを十分検討しなければなりません。

以上のことからご提案については更なる検討が必要と考えます。

	５
	県道・市道において、通学コースや通勤道路を重点に自歩道の整備を推進してほしい。
	　現在策定中の総合計画においては、お年寄りや障害を持つ方、子どもなど全ての人が、安全に、安心して生活を営むことができる道路環境作りを目指して、駅や病院など市内の主な公共施設周辺の県道や市道の歩道拡幅、段差の解消を図るなどバリアフリー化を順次進めていくことを計画しています。

　ご指摘のありました通学・通勤コースとなっている道路についても、こうした考え方に立って、優先順位の高い道路から計画的に自転車歩行者道の設置などの整備を進めていきたいと考えています。

	６
	公共交通の整備は、高齢者、交通弱者に対する福祉施策として非常に重要である。指標の目標値にも幅があるように、部分的には便利でも全体としては不便な場合があり、格差が生じているのではないか。運行体系については、利用者、運行者を交えて見直してほしい。
	　コミュニティバスの運行開始に当たっては、地域の代表者やバス運行業者と協議をしながら、路線やダイヤを決定しております。合併前の旧丸亀市や旧綾歌町の循環バスや合併後開始した飯山地区でも同様の方式で路線などを決定しておりましたが、合併後一年をかけて全体的な見直しを行い、平成18年4月から新ダイヤで運行しております。

再編に当たっては、市内各地区の代表者で組織したバス運営会議を開催し、そのなかで路線、便数、ダイヤ、路線間や他の公共交通との接続などを検討し、運行体系を決定しています。利用者数に格差が出ている原因は、路線周辺の人口、商業施設数、医療機関数、学校数、会社数などの違いや、便数により利用者数に差がでていると思われます。今秋には、バス利用者数の推移を検証し、利用者や地区の代表者、運行事業者などで組織するバス運営委員会を開催し、利用者増につながる方策を検討していきたいと考えております。

	７
	丸亀城内の清掃などについては、シルバー人材センターなどに委託しているようだが、経費節減のために、平坦部分での除草作業には、ウサギなどを利用してはどうか。
	　ご提案の「ウサギを活用した除草方法」は、実施方法など種々検討いたしましたところ、公園の管理上現実的ではなく、その導入は困難であると考えます。

しかしながら、コスト面を考慮した、公園全体のより効率的な管理について、管理主体や技術的な方法を今後とも検討して計画策定を行いたいと考えております。


【政策目標Ⅱ―２活力とにぎわいに満ちたまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	団塊の世代の大量退職者を視野に、認定農業者や農業生産法人の増加対策が必要ではないか。
	様々な能力・技術を培ってきた定年退職者の方々を今後の担い手として育成することや農業生産法人に再就職を求めることなど生涯現役として農業を通して地域社会に貢献することは、個人の生きがいはもとより地域農業や農村の振興と活性化に繋がるものとして期待するところです。
そこで、県、JAなどと連携をとりながら関係機関や団体が行っている支援策の情報収集や提供、紹介や斡旋などに取り組むことで、定年退職者のなかでも就農の意思のある方々への支援などに努めてまいりたいと考えています。

	２
	市の農業特産物の振興に県、JAとの更なる連携施策が必要ではないか。
	市の重点振興作物として位置付けられていますレタス、たまねぎ、ナス、アスパラガスですが、園芸特産物の産地強化につきましては、地元生産者やＪＡ、香川県普及センターなど、各関係団体の連携と協力が当然不可欠であると考えておりますので、各関係団体の役割分担を明確にし、国、県などの補助事業などを積極的に活用するとともに、融資制度の活用を図りたいと考えています。

	３
	認定農業者数の変動の状況はどうなのか。
また、農産物自給率の増加の視点から、構造改革特区制度により企業の農業参入に対する支援も選択肢として考えるべきである。企業からの農業参入者数を指標に掲げてはどうか。
	丸亀市の認定農業者の動向は、平成18年3月現在62名で、近年では、新規学卒者、Uターン組、新規参入者については、該当者はいません。部門別には、米麦は微増、畜産、花きは横ばい傾向、野菜や果樹については、後継者が育っており、世代交代が進みつつあります。

市では、国の農業施策が大変革しているなかにおいて、農業後継者を含む認定農業者の育成・確保やＪＡ主体で取り組んでいます特定農業団体の設立に向けて支援してまいります。

特定農業団体の設立と併せて参入企業などが地域農業の維持に必要な役割を担うことは、地域の農地が良好な環境を保ち、農業生産活動の増進につながるものと考えられることから国や県、地域関係者などの関係機関などと協議しながら進めてまいりたいと考えています。

また、指標による目標値設定については、只今のところ市の農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に、参入区域などの具体的な規定を設けていませんので、それを規定する際に必要があれば考えたいと思います。

	４
	地産地消を推進するために、農業振興、学校教育の食育、学校給食の観点から、地産地消推進条例を制定して、理念、現状、推進の方向、システムとルールなどを明らかにするべきである。
	国においては食のニーズの多様化や国際競争の激化など、食料・農業・農村をめぐる情勢の変化を踏まえて、平成17年3月に新たな「食料・農業・農村基本計画」が策定されました。そのなかで、農政全般にわたる改革案が示されていますが、食料の安定供給の確保に関する施策として、生産者の顔が見え、話ができる関係により、地域の農産物食品を購入する機会を消費者に提供するとともに、地域の農業と関連産業の活性化を推進する地産地消の推進がうたわれています。

　今後、農林水産課を中心といたしまして、農業の施策を総合的に講じるなかで、関係者、関係団体で構成するワーキンググループを必要に応じて設けるなど、地産地消の推進を図りたいと考えております。


【政策目標Ⅲ―１災害や犯罪から人や地域を守るまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	消防職員の充足と消防団に高性能車両などの配備が必要ではないか。
	　消防業務は市民の身体・生命・財産を守るものであり、近い将来、団塊の世代の退職者が続きますが、消防業務を低下させないように努めます。

また、消防団につきましては、各地域の防災拠点となる消防団屯所の移転、建て替えなどの整備を行うとともに、配備している消防ポンプ自動車などの計画的な更新を図り施設の充実に努めます。

	２
	救急体制（救急救命士）の拡充と救急救命技術のレベルアップ対策が必要ではないか。
	　丸亀市消防本部の救急救命士は、平成18年4月1日現在で25名となっており、救急救命士以外の消防職員とともに救急業務に対応しています。今後、計画的に救急救命士養成所に受講生を入校させ拡充を図りたいと考えています。

また、救急救命技術につきましては、病院研修、気管挿管・薬剤投与の実習などによりレベルアップを図っています。


【政策目標Ⅲ―２住み慣れた地域で健やかに暮らせるまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	丸亀市は、他市に比べ保育料が高い。条例によると、D3～D5の階層では、保育料が高い方の児童を1人目として計算し表に定めるそのままの額、低い方の児童を2人目として計算し半額となっている。保育料の引き下げと、階層に関係なく第2子以降を半額にするなどの施策を講じてほしい。
	保育所は、保護者の保育料と国・県・丸亀市の負担金（補助金）により運営されています。運営にあっては、保育士・調理員の人件費をはじめ、施設の管理費や教材費、賄材料費など多くの経費がかかります。認可保育所の入所児1人に年間約113万円の経費がかかっている計算になり、そのうち市の負担は年間約68万円になります。

保育料は保護者の所得状況と入所児童の年齢によって決まります。同一世帯で、同時に2人以上の児童が入所した場合は、1人目は全額、2人目は半額、3人目以降は1/10額となりますが、徴収基準額の高い順か、低い順かは、階層によって異なります。丸亀市の場合は、D3～D5の階層が徴収基準額の高い順に1人目となります。これは、国が定める「保育所徴収金基準額表」を参考に保育料徴収額表を定めているからです。平成19年度には、合併後、調整されていた保育料が統一され、国の状況が変わらない限り、旧丸亀市の保育料の平均5％減額を予定しています。

	２
	高齢者福祉サービスについての提案として、高齢者の運転免許証返納制度を導入してほしい。高知県土佐清水市では、同制度を導入し、65歳以上の方を対象に返納の際に証明書を発行し、バス・タクシー運賃の割引などの支援をしている。また、三豊市では、介護予防支援サービスとして、80歳以上の高齢者を対象にタクシーチケットの助成券を発行している。
	高齢者が健康で安心して生活できるように支援することは大切なことであります。

　いずれの制度も、高齢者の交通手段の確保と経済的負担の軽減を主たる目的に、各自治体において今日まで培われた文化、地域性などを勘案のうえ、それぞれ実施しているものと考えます。

　高齢者に対する自立支援など、高齢者対策の種々施策の一つとして、今後の施策展開における参考とさせていただきます。


【政策目標Ⅳ―１互いの人権を尊重し、個性と能力が発揮できるまち】

	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	審議会などの女性比率アップは女性の政策決定への参画を促すもので重要である。しかし、現在の委員構成はあて職が多く、人数だけ男女同数にしても目的が達成されたとは思えない。もっと公募枠を増やし、自ら手を挙げて参加する女性を増やさなければ男女共同参画は推進されないのではないか。
	自治基本条例の施行により、今後、公募による審議会などの委員は増加していくものと思われ、男女を問わず多くの市民の方々が市政に参画されることを期待します。しかし、本市においても未だに性別役割分担意識が根強く残っており、女性の自由な選択を阻害している現状は是正しなければなりません。

女性の人材発掘や人材育成・能力開発を進めることは当然必要ですが、現実に委員数に格差があり女性の意見が反映されにくい状況のなかで、数値目標を設けて女性参画を促すことは、目的達成のためのひとつの有効な方策であると考えます。


【政策目標Ⅳ―２元気で心豊かな子どもたちが育つまち】

	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	地産地消を推進するために、学校給食などの食材の仕入れは市内事業者を通すこととし、市外の食品問屋などは市内業者を通して納品するようにしてはどうか。ただし、市内零細業者救済の観点から取引期間は最長１年とする。
	学校給食で使用する給食用食材の調達は、教育委員会事務局、小・中学校校長、幼稚園長、ＰＴＡの会長と役員で組織された「丸亀市学校給食会」が行っており、給食用物資購入にあたっては、納入業者については登録制を採用し、市内または県内に営業所や製造工場などを有する業者を2年ごとに一般公募しています。

食材の調達や給食用物資の選定は、学校とＰＴＡ代表で組織されている「学校給食物資購入委員会」を毎月開催して物資納入業者を決定しており、主食である米穀・牛乳の購入費やパン加工費などは、県下統一で財団法人香川県学校給食会が業者選定や価格決定をしています。

納入業者は毎日同一規格品を安定的に確保することができなければなりません。そのため、これらの条件を完全に履行できる納入業者から調達するのは、現状ではいたし方ないものと考えております。

学校給食は次の時代を担う児童・生徒たちに、｢安全で安心な給食」を提供するための重要な事業であり、教育委員会としてもたいへん重要な課題であると認識し、今後ともＰＴＡや関係団体と協議しながら取り組んでまいりたいと考えております。

	２
	21世紀新教育プランで、学校の外部評価の採用が提唱されている。丸亀市はどう対応しているのか。また数値目標を設定してはどうか。
	本市では、学校評議員制度を導入しており、「丸亀市立学校評議員設置要綱」に、学校評議員の定数、任期などに関し必要な事項が定められています。

現在、小手島小学校を除く、全ての幼稚園、小学校、中学校に学校評議員（幼稚園37名、小学校67名、中学校24名）を置き、教育計画や地域との連携の進め方、子どもたちの様子など、機会を設けて評議員のご意見をお伺いしています。

　学校評議員会に対しては、外部評価をしていただけるので学校の活性化に役立ったという意見が数多くあります。


【政策目標Ⅳ―３市民が生きがいをもって暮らせるまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	運動公園の整備がうたわれているが、綾歌運動公園については見直しが必要と考える。現在稼動中のテニスコートは、人工芝が2面と草などの管理が十分でないクレイコートであるが、クレイコートについては使用できるように整備することが急務である。そして、その他の部分については、里山に返すことがベストであり、土地利用の見直しを計画に明示するべきである。
	　総合計画における総合運動公園の整備につきましては、当面、県立陸上競技場と連携し、本市スポーツ活動の中核をなす広域的な利用が図れる丸亀市総合運動公園を重点的に整備することとしております。

　ご提案の綾歌総合運動公園の未供用区域の利用と土地利用計画の見直しにつきましては、丸亀市総合運動公園の整備進捗状況や財政状況を踏まえ、今後関連する他の計画との整合を図りながら、検討してまいりたいと考えております。

また、クレイコートについては、当初、将来予定される本格的な整備までの使用に限定した仮設コートとして位置付けされておりました。今後、丸亀市総合運動公園・飯山総合運動公園テニスコートの利用状況と既設人工芝コートの利用状況や財政状況を勘案しながら、改修工法などを検討し整備しなければならないと考えています。

	２
	飯山町では、合併前から「地域総合型スポーツクラブ」を設置しており、各種スポーツ、レクリエーション行事は、従来の体協・社協を通じてのものではなく、会員自らが主体となって、種目、年齢を問わず、個々の趣味や能力に応じた活動をしている。そこで、政策目標Ⅳ―３－２の施策に「・・の設置を推進する」の1項目を起こしてほしい。また、指標に「地域総合型スポーツクラブの設置数」を追加できないか。
	　今後10年間のスポーツ活動を含む生涯学習の在り方などについては、生涯学習推進計画策定委員会において素案を作成致しております。ご提案の件につきましては、当該計画を策定するなかで協議し、できるだけ市民の皆様のニーズを反映させていただきたいと考えます。

	３
	市役所のホームページに各コミュニティの行事内容の案内をする欄を設け、各センターにて更新しPRできるようにしてほしい。そして、校区内の人が気軽に活動に参加できるようにし、埋もれた人材の発掘に努め、コミュニティ活動の拡充・発展を図ってほしい。
	将来的には、市のホームページのなかに「コミュニティのイベント案内」というコーナーを設けて、住民の皆さんに行事内容をPRし、多くの方々に参加していただけるように努めたいと考えております。

	４
	コミュニティに対する助成があるが、コミュニティ事業の量・質を評価し、それによって助成金に格差を設けるべきではないか。これにより各コミュニティ地域間の競争を促し、スキルアップを図り、地域リーダーを養成し、地域分権の足がかりとするべきである。
	現在、コミュニティ活動の活性化を図るための市の取り組みとして、ふれあい祭りや健康づくり、各種研修など地域の活動に対する助成制度があります。助成金額は、個々の費目別に人口割、世帯割、均等割などを用いて算出しています。
今後は、各コミュニティにおけるまちづくり計画の策定を推進し、活発な地域活動を促すとともに、指定管理者制度導入も視野に入れ、助成内容についても、実情に応じて見直しを図りたいと考えています。

	５
	市政100周年記念「市民のうた」は、今どうなっているのか。
	　ご質問いただいています「市民のうた」は、平成11年にさだまさしさん作曲の「城のある町」のことだと思われます。

　旧丸亀市の市政100周年記念に市のイメージソングとして作成したもので、現在では、商店街で開催されている「みたから市」で流されたり、親善市との文化交流会などの場において使用されたりしています。また、市民の方や団体にＣＤなどの貸し出しも行っています。


【政策目標Ⅴ―１市民がつくるまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	市民（市内への通勤者・通学生、市役所職員を含む。）の視点から、いつでも、どこでも、だれでも、意見・提案・要望ができる体制を構築してほしい。また、意見などに対し、市が回答する体制も併せて構築してほしい。
	　現在丸亀市では、市民の方と情報を共有するために、市のホームページやひまわりボックス（意見箱）、その他郵便・ファックスなどを利用して、市民の方々から市政に関する率直なご意見などをお伺いし、それに対する市の考えを述べさせていただいております。

　今後、こうした体制をさらに充実し、まちづくりに関する課題を市民の方と共有できるように努めたいと考えています。


【政策目標Ⅴ―２行政自らが改革するまち】
	№
	意見の概要
	市の考え方

	１
	市のホームページの議員派遣実施報告の欄に、東京都三鷹市のアニメーション美術館視察についての記載があった。この場所を視察し、市政にどのように反映されたのか。市にとって有効な視察を検討してほしい。
	　丸亀市議会議員は、本市が全国に誇れる施設のひとつである猪熊弦一郎現代美術館の管理運営についても重大な関心をもっています。昨年は、地方自治法の改正による公の施設への指定管理者制度の導入が検討されており、猪熊美術館も対象となる施設でした。そこで、施設の設置当初からその管理運営を民間委託している三鷹市立アニメーション美術館（通称：三鷹の森ジブリ美術館）を視察し、本市猪熊美術館の指定管理者制度導入の参考にしたいと考え実施したものです。

	２
	市役所幹部に女性職員の登用を推進してほしい。
	　市において策定しました「人材育成基本方針」のなかでも女性職員の登用と勤務環境の整備を掲げています。女性職員の登用を行なううえで、まず、女性が働きやすい職場づくりが必要です。子育て時においても、職員相互の理解や協力が得られるよう特定事業主行動計画を推進するとともに、適正配置による女性職員の登用を進めてまいります。

	３
	定員管理については、丸亀市と類似した団体との比較が当然必要だが、レベル上位の団体とも比較検討してほしい。
	　定員管理の適正化については、平成17年度に策定した「丸亀市行財政改革推進計画(集中改革プラン)」に基づき、総合計画に平成22年4月1日現在の職員数を980人体制とする指標を掲載することといたします。

　この指標は、集中改革プラン策定時に人口類似都市との比較調査を行い、集中改革プラン期間中(平成17年度から平成21年度)は退職者原則不補充として試算し、設定しました。

　比較検討した類似団体は、以下のとおりです。本市より人口の多い都市も含め比較検討しています。

都市名

人口(人)

都市名

人口(人)

桐生市

111,087

深谷市

102,127

戸田市

112,385

西尾市

101,138

上田市

121,596

彦根市

107,636

東久留米市
114,091

多治見市

104,943

尾道市

116,818

三島市

112,130

焼津市

119,885

丸亀市

111,102

※人口は、平成17年3月31日現在の住民基本台帳人口です。

	４
	給与については、旧1市2町及び男女の比較検討を行い、適正化を図ってほしい。
	合併協議会の協議のなかで、職員の給与については、新市において統一を図ることで確認されています。具体的には、旧丸亀市の水準を基準として旧2町の個々の職員に対し採用区分、採用年月日、年齢などを勘案し、5年間程度をかけて調整することにしています。

	５
	合併支援事業の活用にあたり、合併後の一体化と融和のためにも、旧1市2町の道路の比較検討と一人当たりの起債残高についての比較検討を行ったうえで一体化を図る必要があるのではないか。
	　本市では、合併後、安全安心のまちづくりの推進と速やかな一体性の確立のため学校耐震補強、コミュニティ施設、防災施設などの公共施設を整備する手法として合併支援（合併特例債）事業の活用を予定しております。

最初に、市道について、現在市が管理している延長は、合併後約760kmと広範囲になりました。そこで、綾歌・飯山地区の維持管理は、両市民総合センターで行っております。一方、道路新設事業は、旧市町の重点施策で継続事業の路線については予算の範囲内で事業化しておりますが、その他の新設事業については、極めて厳しい財政状況のなか、事業化は難しい状況にあります。

次に、公共施設整備の財源として発行した地方債の管理について、平成17年度末の起債残高は、325億3千万円（普通会計ベース）、一人当たりでは292千円となります。類似団体他市と比較すると良好な数値（類似団体H16年度平均424千円／人）となっています。今後、合併特例債などの発行により起債残高は増加することが予測されますが、慎重、確実に数値を把握し財政運営に努めてまいります。また、旧1市2町の合併前の起債残高は把握しておりますが、合併後は、一体として運用しておりますのでご理解をお願い申し上げます。

	６
	行政改革を推進するために、日々行政に携わる市職員が担当業務での改善案を1件以上提案するといったような制度を創設してはどうか。また、優秀な提案者に対する褒章制度も併せて創設する。
	市民サービスの向上と事務事業の改善のために、職員からの提案を求めることは、職員の改善意欲の増進を図るうえでも、たいへん重要であると考えております。昨年度は、行政改革の推進にあたり、「歳入の確保」と「歳出の抑制」のための具体的な手法について職員に提案を求め、出された多くの意見を生かしながら現在取り組んでいるところです。

今後も職員の意欲的な意見を十分に取り入れ、市民サービスの向上に努めてまいりたいと考えております。なお、職員提案の制度化と褒章につきましては、今後の検討課題といたします。

	７
	市役所職員の資質向上のために、多様な研修施策を実施してほしい。
	　本市では、人材育成などの観点から、職員研修には以前より積極的に取り組んでいます。研修の中心的なものとして、香川県自治研修所や香川県市町村振興協会、自治大学、市町村アカデミー、国際文化研修所などへの派遣研修を行っています。派遣研修は、税務事務や財政運営などそれぞれの専門的知識の習得や課長研修や係長研修などの階層別研修、接遇など意識改革や政策形成、法務能力の向上などの能力開発研修など、時代に即応し、かつ多岐にわたるメニューをカバーしており、他市職員から学ぶことも多いうえ、市独自で行なうより経費面においても非常に有効です。

　また、市独自としましては、人権教育研修や合併時に人事評価制度の1市2町間の調整なども鑑み、人事考課、目標管理研修を行いましたほか、各担当課におきましても、男女共同参画や住民との協働推進研修なども実施しています。今後も「人材育成基本方針」に定めていますように職員研修の充実に取り組むこととしています。

	８
	計画するだけが行政改革ではない。反勢力があれば全てを透明化し実行してほしい。
	　今回、総合計画の「行政自らが改革するまち」にある主要な施策と主な事業は、基本的に平成17年度に策定した「丸亀市行財政改革推進計画(集中改革プラン)」をもとに掲載しています。

　この集中改革プランは、計画の進行管理を実施し、その進捗状況について広報紙や市のホームページを通じて情報公開し、市民の皆様にお知らせしています。

　総合計画においても、実行性のあるものとするため、達成度を測るための指標を活用しながら施策目標を中心に進行管理を行い、その進捗状況について出来る限り市民の皆様にお知らせして、計画の確実な達成に向け取り組んでいきたいと考えています。

	９
	本計画のなかに、意識改革、システム改革、やり方の改革、協働、情報公開などについて記載されているが、これを実現するならISO9000シリーズの認証を取得することを提案する。
	　ISO9000の取得は、市民が高品質のサービスを受ける規格の一手法ではあると思われますが、総合計画では市民ニーズを把握するため適切な手法を用いることや目標達成に向けて着実な進行管理を行うための行政評価の導入などISOの考え方と類似する施策があります。

また、ISOを取得するためには、取得費用や維持管理費用が必要であることから、認証取得については、費用対効果を勘案しながら、今後検討していきたいと考えています。
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